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参考5. 豪雨対策の経緯 

  



参考-17 

(1) 東京都における総合的な治水対策のあり方について本報告 
 

 都は、これまで昭和 61 年７月の「東京都における総合的な治水対策の

あり方について本報告」（以下、「61 答申」）に基づいて目標を定め、治

水対策に取り組んできた 

 河川整備や下水道整備に加え、流域対策を実施していくこととしたこと

が大きな特徴 

 目標とする整備段階として暫定計画、既定計画、⾧期計画、基本計画の

4 つの水準を示し、順次、その向上を図るべきとしている 

 流域対策については、一定の治水効果を期待するには⾧期を要するため、

将来的な目標治水水準である「基本計画」において流域平均 10 ミリ程

度を分担 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「東京都における総合的な治水対策のあり方について（61 答申）」 

に示されている４つの目標治水水準  



参考-18 

(2) 東京都豪雨対策基本方針（2007（平成 19）年 8 月） 
 

 「61 答申」の考え方を基本としつつ、整備状況の進捗等を踏まえ、豪雨

対策の役割と⾧期見通しを再設定 

 対策促進エリアについては、10 年後の目標を提示 

①10 年後の目標（対策促進エリアにおいて） 

 おおむね 55 ミリの降雨までは床上浸水等を可能な限り防止。そのた

めに浸透ますの設置等の流域対策（5 ミリ相当分）及び河川・下水

道施設（流下施設、貯留施設）の整備（50 ミリ相当分）を推進 

 避難方策の強化等により、既往最大降雨等が降った場合も生命安全

を確保 

②⾧期見通し（おおむね 30 年後）（都内全域において） 

 おおむね 60 ミリの降雨までは浸水を解消。おおむね 75 ミリの降雨

までは床上浸水等を可能な限り防止。そのために、流域対策（約 10

ミリ相当分）及び河川・下水道施設（流下施設）の整備（50 ミリ相

当分）を推進。さらに、深刻な浸水被害の発生が予想される場所に

河川・下水道施設（貯留施設）の整備を適切に進めるとともに、家

づくり・まちづくり対策（15 ミリ相当分）を促進 

 避難方策の強化等により、既往最大降雨等が降った場合も生命安全

を確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対策促進エリア  



参考-19 

(3) 東京都内の中小河川における今後の整備のあり方について 
最終報告（2012（平成 24）年 11 月） 

 

 「中小河川における今後の整備のあり方検討委員会」（委員⾧：山田正

中央大学教授）による今後の中小河川整備のあり方についての報告 

 地域の降雨特性を踏まえた対応、目指すべき目標整備水準、整備手法の

基本的な考え方、今後の整備の進め方が示されている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



参考-20 

(4) 中小河川における都の整備方針 ～今後の治水対策～ 
（2012（平成 24）年 11 月） 

 

 「東京都内の中小河川における今後の整備のあり方について」の報告を

受け、「中小河川における都の整備方針」を策定 

【対策の目標】 

 流域・河川ごとの特性を踏まえ、区部では時間最大 75 ミリ、多摩部

では時間最大 65 ミリ降雨に目標整備水準を引き上げ、河川からの溢

水を防止 

【整備の考え方】 

 時間 50 ミリ降雨を超える部分の対策は、調節池による対応を基本 

 効果的な対策を実施することにより早期に効果を発現 

 河川と下水道との連携により、内水被害を軽減 

【今後の進め方】 

 優先度を考慮し、流域ごとに対策を推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



参考-21 

(5) 豪雨対策下水道緊急プラン（2013（平成 25）年 12 月） 
 

 平成 25 年の局地的集中豪雨等による浸水被害を踏まえ、区部における

時間 50 ミリを超える豪雨による甚大な浸水被害が発生した地区を対象

に、浸水被害軽減を目指して「豪雨対策下水道緊急プラン」を取りまと

めた 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



参考-22 

(6) 東京都豪雨対策基本方針（改定）（2014（平成 26）年 6 月） 
 

 2007（平成 19）年の「東京都豪雨対策基本方針」策定以降、総合的な

治水対策を推進し、一定の成果を挙げてきたが、2008（平成 20）年は

町田市を中心に、2013（平成 25）年は世田谷区や目黒区を中心に、数

百棟に及ぶ浸水被害などが発生 

 2013（平成 25）年 10 月に「東京都豪雨対策検討委員会」を設置し、近

年の降雨特性や浸水被害の状況、「東京都内の中小河川における今後の

整備のあり方について」の提言を踏まえ、「東京都豪雨対策基本方針」

を見直した 

 

 

 

  



参考-23 

(7) 東京都豪雨対策アクションプラン（2020（令和 2）年 1 月） 
 

 台風被害等を踏まえ、東京都豪雨対策基本方針に基づく 2020 年以降の

取組について、これまでの取組の着実な推進と加速、新たな取組による

強化、令和元年台風第 19 号を踏まえた緊急対応を取りまとめた概ね 5

年間の行動計画を策定 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

これまでの取組の着実な推進と加速 

・河川整備の更なる推進 

環状七号線地下広域調節池等の 8 施設の整備 〔R7 年度までに稼働〕 

新たな調節池の事業化に向けた検討 〔H30 年度～〕 

・下水道整備の更なる推進 

渋谷駅東口・杉並区荻窪地区の整備〔東京 2020 大会前に取水〕など 

・流域対策の促進・見える化 

各区市の努力目標値の設定・進捗状況公表 〔R 元年度～〕 

・ソフト対策の推進 

想定し得る最大規模の降雨を対象とした浸水予想区域図の改定 〔R2 年度まで〕 

新たな取組による強化 

・対策を強化するエリアの拡大を検討 

75 ミリ対策地区等〔R 元年度～〕 

・流域対策モデル事業 

重点的に貯留浸透を実施するエリアを選定 

令和元年台風 19 号を踏まえた対応 

・河川施設における緊急の取組 

多摩河川における局所改良や監視カメラ等の設置〔R 元年度～〕:図 1 

・下水道施設における緊急の取組 

樋門等の施設改良及び操作情報等の共有〔R 元年度～〕:図 2 

図 1＜河川監視カメラ＞ 図 2＜樋門等の施設改良＞ 



参考-24 

(8) 下水道浸水対策計画 2022（2022（令和 4）年 3 月） 
 

 2021 年（令和３）７月に「今後の下水道浸水対策のあり方検討委員会」

を設置し、2022 年（令和４）１月に⾧期的な視点による今後の下水道浸

水対策のあり方に関する報告を受けた 

 これを基に、今後の目標整備水準、新たな重点地区、ソフト対策などに

ついて、15 年間を計画期間とする「下水道浸水対策計画 2022」を策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



参考-25 

(9) 『未来の東京』戦略（2021（令和 3）年 3 月）~ 
 

 東京が目指す「2040 年代のビジョン」と「2030 年に向けた戦略」 

 ビジョン 08 防災「災害の脅威から都民を守る強靭で美しい東京」 

 戦略８「安全・安心なまちづくり戦略」 

 台風・豪雨へのハード・ソフトの備えを更に高めるため、激甚化・頻発

化する豪雨災害を踏まえ、河川の護岸や調節池・下水道の貯留施設など

の整備をさらに推進するなどし、大規模風水害へ向けた備えを強化 

 気候変動に伴い激甚化する風水害に対して取組を更に加速するものとし、

総合的な治水対策を一層強化するものとして、豪雨対策基本方針の改定、

気候変動を踏まえた河川施設のあり方の策定などが示された 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「未来の東京」戦略 version up 2023 より 



参考-26 

(10) TOKYO 強靭化プロジェクト（2022（令和 4）年 12 月）~ 
 

 気候変動や首都直下地震などの大規模災害に対し、「100 年先も安心」を

目指すプロジェクト 

 「未来の東京」戦略に位置付ける事業における東京に迫る５つの危機

「風水害」「地震」「火山噴火」「電力・通信等の途絶」「感染症」への対

策のレベルアップを図る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



参考-27 

(11) 気候変動を踏まえた河川施設のあり方（2023（令和 5）年 12 月） 
 
・気候変動による降雨量の増加や海面上昇、台風の強大化等が見込まれるこ

とから、「気候変動を踏まえた河川施設のあり方検討委員会」を設置し、

将来を見据えた都の河川施設整備方針等を検討 

・中小河川の洪水対策、低地河川の高潮対策等について、今後目指すべき整

備目標や整備手法、整備の進め方などを整理し、「河川施設のあり方」と

してとりまとめ 

【中小河川の洪水対策】 
 目標整備水準を2℃上昇時における降雨量変化倍率（1.1倍）を乗じた 

“気候変動を踏まえた年超過確率1/20の規模の降雨”に設定 
 調節池等を活用した効率的・効果的な対策を推進 

【低地河川の高潮対策等】 
 気候変動（2℃上昇）を考慮した伊勢湾台風級（930hPa）の高潮や海面上昇（0.6m）

に対応 
 河川の特性を踏まえた整備を実施 

【ソフト対策の強化】 
 水害リスクの防止・軽減のため、都民の自助・共助の促進やハード対策の効果を高

める取組を展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



参考-28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  




